平成24年度９月補正予算　　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：県民生活行政費
	事業名: 消費者行政活性化基金を活用した消費者行政予算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　環境生活部　環境生活政策課　消費生活係　電話番号：058-272-1111（内2389）

　　　　E-mail：c11260@pref.gifu.lg.jp
	事業費　


　補正要求額：71,011千円
（現計予算額：166,963千円　　　補正後予算額：237,974千円）

	要求内容


	１　要求の内容


・平成２３年度に県及び市町村に寄せられた消費生活相談件数は、１万２千件に及んでおり、依然として消費者トラブルが多く発生している。
　このようなトラブルの中には、悪質商法の手口などを知っていれば防ぐことができたものや、相談窓口に速やかに相談することで早期に解決できたケースもあると推測される。また、相談は、若者から高齢者まで幅広い年齢から寄せられており、ライフスタイルも個人により様々であることから、多種多様な方法を組み合わせた広報により、消費者一人一人に必要な情報が届くような広報・啓発を実施する。

・県内全市町村に消費生活相談窓口が開設されたが、住民から最も身近な相談窓口として適切な機能を果たしていくことが求められている。そこで、市町村における消費生活相談窓口の機能充実など、市町村の事業に対し支援を実施する。
・消費者問題への取り組みについては、行政のみならず、消費者団体等の民間団体の自発的な活動も重要であるため、地域において、消費者に対し調査・啓発・広報・情報発信等を実施する団体の活動を支援する。
Ⅰ　消費者教育・広報・啓発

（１）高齢者等を取り巻く消費者トラブルへの対策
　　　　　　平成　　　　　　　  消費生活相談のうち、高齢者の相談割合及び平均契約金額は、年々上昇しており、高齢者を狙った悪質商法の被害の実態が明らかになっている。また、県の相談窓口には障がい者に関する被害の相談も寄せられていることから、高齢者や障がい者とその家族、民生委員・介護関係者などの関係者向けの広報・啓発を実施し、被害防止と対応方法の普及を図る。

　・啓発用オリジナルカレンダーの作成・配付
　・啓発用物品の作成・警察官等による配付
　・点字リーフレットの作成

　　　　・ＣＤ（ドラマ風番組）の作成・ラジオでの放送

（２）若者のインターネットを介した販売等に関するトラブルへの対策　　　　

　　　若者、特に未成年者からの相談の多くは、インターネットや携帯電話を介した販売（主として有料サイト名目の不当請求）に関するものである。こうした不当請求については、冷静に対応することが必要であるが、悪質事業者に連絡をとってしまうなど、対処方法を誤ると被害を拡大することもある。そこで、こうしたインターネットなどを介した販売等に関するトラブル防止等のＣＭを放送し、被害防止と対応方法の周知を行う。
　　　　・映画館及びラジオでのスポットＣＭの放送

　
Ⅱ　市町村への支援

（１）市町村における相談窓口整備や食品安全対策等に対する補助
相談窓口整備、食品安全対策、消費者教育事業等について、追加の事業計画のある市町村に対する財政支援を行う。
Ⅲ　民間団体への支援

（１）消費者団体等が実施する自主的な取組みに係る費用に対する補助

　　　消費者問題への取組みは、行政のみならず地域における消費者団体等の各団体との連携が必要である。そこで、消費者問題に対する自発的な調査・啓発・広報・情報発信等の事業を実施する消費者団体等の民間団体に財政的支援を行う。
【参考】消費者行政における県と市町村の役割

　県：市町村に対する支援、専門的な相談への対応、不当な取引や表示をする事業者の指導、処分等
　市町村：住民からの第一義的な相談対応
	２　所要経費


（１）高齢者等を取り巻く消費者トラブルへの対策　　17,050千円

（２）若者のインターネットを介した

                販売等に関するトラブルへの対策　　25,887千円

　（３）市町村における相談窓口整備及び
食品安全（放射能汚染対策）に対する補助　　23,000千円
（４）民間団体への補助　　　　　　　　　　　　　　 5,000千円
（５）その他事務費等　　　　　　　　　　　　　　　　　74千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


　Ⅰ　安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
　　５　安心してモノや食品を買い、消費できる地域をつくる

　　
	２　これまでの取組状況


　消費者安全法（平成21年９月１日施行）により、市町村の責務として住民からの消費生活に関する相談に対応することが明記されたことを受け、県内すべての市町村において、消費生活相談窓口の整備が促進されている。

　また、県の中核的な相談窓口である岐阜県県民生活相談センターでは、県民からの消費生活相談への対応のほか、市町村の相談業務に対する支援や、県民への出前講座、不当な取引を行う事業者に対する指導等を行っている。　
        市町村における消費生活センター等整備状況
	年度
	２１
	２２
	２３
	２４

	消費生活センター
	１
	２
	２
	  ４

	消費生活相談窓口
	１６
	２９
	４０
	３８

	計
	　１７
	３１
	４２
	  ４２


　　　　　　　　　（注）21年度～23年度は年度末現在の市町村整備数（広域窓口含む。）
　　　　　　　　　　　　24年度は７月末時点の市町村整備数

	３　これまでの取組に対する評価


　消費生活のトラブルを抱えた県民にとって、身近で相談しやすい市町村の消費生活相談窓口が県内すべての市町村で開設された（平成23年度）が、今後はその機能充実に努め、県民がどこに住んでいても適切な消費生活相談ができる体制とする。

　また、県においては、中核的な相談窓口としての更なる機能強化や、市町村への相談対応のノウハウ支援等を継続するとともに、悪質な事業者への指導強化に取り組む必要がある。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	現計

予算額
	166,963
	0
	0
	0
	0
	0
	1,515
	0
	165,448

	補正

要求額
	71,011
	0
	0
	0
	0
	0
	△11
	0
	71,022

	決定額
	71,011
	0
	0
	0
	0
	0
	△11
	0
	71,022


